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研究成果の概要（和文）：2000年代を通して、子育て世帯では共働き化が顕著に進んでおり、フルタイムで就業
する母親の割合や世帯収入に占める母親の収入の割合が上昇している。一方で、未就学児をもつ父親の家事・育
児時間も同時期にわずかながら上昇しており、子育て世帯における性別役割分業に変容の兆しが確認された。研
究では、１）父親の育児参加は第2子・第3子の出生と正の関連をもつこと。２）育休取得や保育所の利用はフル
タイムの母親の出生を促す効果をもち、その効果は2000年代を通じて上昇していることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Increasingly more married women continue employment after the delivery of 
the first child by taking up the paid parental leave and using the formal childcare during the 2000s
 in Japan. This project investigated how gender relations changed both in the market and domestic 
labors in the recent period, and how these changes relate to fertility. My study shows that married 
men with a pre-school child slightly increased their time spent on housework and childcare between 
2001 and 2016, while their wives still carry the lion’s share of these tasks. My analysis further 
revealed that fathers’ involvement in childcare of a newborn baby positively correlates with 
mother’s progression to the subsequent childbirth. It also shows that full-time employed mothers 
have higher chances of childbearing than non-working mothers when they use parental leave AND formal
 childcare at the time of the previous childrearing. The findings confirm compatibility of gender 
equality and marital fertility in Japan.

研究分野： 人口学、ジェンダー、ライフコース、、結婚、出生、統計分析、国民移転勘定、無償労働

キーワード： ジェンダー　出生　性別役割分業　男性の家事・育児　生活時間

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
国際比較の観点からは、日本のジェンダー平等の後進性が話題となるが、就業と家事・育児の双方の分野におい
て、男女の役割分業に変容の兆しが見られることをデータに基づき示すことができた。また、出生との関連を分
析したところ、１）育休と保育所の利用によって、フルタイムで働く母親の第2子・第3子出生確率が専業主婦の
母親と同程度かそれ以上にまで上昇すること、２）父親の育児参加が第2子・第3子出生確率と正の関連をもつこ
と、を示した。これらの結果は、ジェンダー平等の推進と出生力の維持・回復が両立可能であることを示すもの
であり、人口減少社会における政策運営に一定の知見を与えるものであるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
人口減少社会の到来により、女性就業の一層の拡大が時代の要請となりつつある中、わが国の

夫婦の役割分業のあり方ならびに出生行動にはどのような変化が生じようとしているのであろ
うか。ジェンダーの公平性（gender equity）と出生力との関係を説明する理論においては、労
働市場における男女の機会均等が進んでいても、家庭における役割分業が過度に女性に偏って
いる国では、出生力が低い傾向にあることが指摘されている（McDonald 2000）。ジェンダーの
公平性が低く、出生力も低い国々は、強い家族紐帯（Strong family ties）をひとつの特徴とし、
「男性は外で働き、女性は家で家事・育児を担う」といった夫婦間の固定的な役割分業を前提と
した雇用や社会保障制度の下、育児や介護を行う家族に対する国家による支援がきわめて消極
的であったという共通点をもっている（Reher 1998, Esping-Andersen 2009）。しかし、性別役
割分業を前提とした雇用・家族政策を展開してきたがゆえに出生率の低い国々が、どのようにす
れば固定的な男女の役割分業から脱却し、ジェンダー間の公平性と出生率を同時に高めていけ
るのかについては、じつは必ずしも十分なエビデンスが蓄積されているとはいえない。 
 
２．研究の目的 
本研究では、1980 年代の経済不況をきっかけにワークシェアリングによるパート就業の拡大

を通じて、女性の短時間労働を劇的に増加させたオランダと、出生率低下への危機感から 2000
年代に入りスウェーデン型の手厚い両立支援へと家族政策の転換を図ったドイツとの比較を通
して、女性の労働参加を促しつつ、出生力を上昇させるための条件について探る。本研究では、
日本、ドイツ、オランダの社会調査データの解析を通じて、各国の雇用・家族政策の転換前後に
おいて、女性の就業、夫妻（事実婚カップルも含む）の役割分業のあり方および出生行動にどの
ような変化が生じたのかを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、生活時間調査、ペア調査、パネル調査と 3 種類の異なる社会調査データを活用
し、以下の３つの国際比較研究を行う計画を立てた。 
 
１）男性の家事時間・育児時間の規定要因に関する研究 
各国の政策転換の前後に収集された生活時間調査の個票データを用いて、2 時点間における男

性の家事時間・育児時間の違いについて国際比較を行い、政策の転換が男性の家事時間・育児時
間と規定要因の双方にどのような影響を与えたのかを明らかにする。 
 
２）男性の家事・育児参加が男性本人とパートナーの well-being に与える影響についての研究 
本研究では、同一世帯の夫妻から別々に回答を得ているペア調査を用いて、男性の家事・育児

参加が夫妻の well-being に与える影響について類型化を行い、その規定要因についての国際比
較分析を行う。男性の家事・育児参加が夫妻双方の well-being にどのようにかかわっているの
かを明らかにする。 
 
３）男性の家事・育児参加が第 2 子・第 3 子の出生に与える影響についての研究 
本研究では、パネル調査を用いて妻の就業や夫の家事・育児参加が第 2 子・第 3 子出生確率

に与える影響についての国際比較分析を行う。 
 
４．研究成果 
独蘭両国との比較は、本研究課題における大きな特色であった。しかし、英語での成果発信や

国際共同研究の調整に想定以上に時間がかかり、研究期間内に国際比較を完了することはでき
なかった。代わりに、日本の事例について、上記１）と３）の研究を行い、「ジェンダー間の公
平性と出生率を同時に高めていけるのか」という問いに答えうる、一定の成果を得た。さらには、
日本のジェンダーを巡る状況の変化や世帯における無償労働（家事・育児・看護・介護等）の世
代間移転について研究する機会を得て新たな知見を得ると共に、これらについて国際会議等で
報告することができた。以下に本課題で得られた主な成果について述べる。 
 
（１）日本のジェンダーを巡る状況の変化：文献研究からの知見 

2018 年の GGG（Global Gender Gap）Index によると、日本のジェンダー平等ランキングは
149 ヵ国中 110 位と先進国の中でも最低の水準となっている。欧米諸国と比べると、政治・経済
分野における指導的立場にある女性の割合が少ないことが、主たる要因となっている。また、労
働市場についてみると、日本は女性の就業率こそ他国と変わらないが、女性は男性と比べてパー
ト就業が多く、フルタイム労働者で比較した男女賃金格差も欧米諸国よりも大きい傾向にある。
家庭での男女の役割分業についてみると、日本では男性の家事・育児時間が欧米諸国の男性と比
べて大幅に少ない。 
しかし、日本におけるジェンダーの状況は、固定的なまま変化していないわけではない。近年、

女性の 4 年制大学への進学率が急激に上昇しており、男性の水準に追いつきつつある。また、非
農林漁業勤労世帯では、2000 年代以降、共働き世帯が専業主婦世帯を上回るようになっている。



共働き世帯の増加は、パートで働きに出る有配偶女性の増加による影響もあるが、育児休業制度
の利用により結婚や出産を経てもフルタイムでの就業を継続する女性の割合が上昇しているこ
とも寄与している。例えば、厚生労働省が実施した「21 世紀出生児縦断調査」によると、2001
年に出生した母親では出産半年後のフルタイム就業割合は 18%であったのに、2010 年に出生し
た母親では 30%であった。これに伴い、夫妻の収入に占める妻の収入の割合も 22%（2001 年出
生世帯）から 28%（2010 年出生世帯）へと上昇している。未婚男女のライフコース意識の変化
をみると、男女ともに女性の就業継続を前提としたライフコースへの選好が強まっている。こう
した変化の背景には、男女のジェンダー意識の変化のみならず、雇用の非正規化や低成長経済に
伴う不確実性の増大が予見されているものと思われる。しかし、若い世代においては、女性の経
済的役割に対する意識の変化が確実に進んでおり、共働き化の流れは今後の人口減少局面にお
いて不可逆的であるといえよう。 
子育て世代では男性の家庭内での役割にもわずかながら着実な変化がみられる。例えば、未就

学児がいる共働き世帯で比較すると、男性の家事・育児時間は 2001 年から 2016 年で週当たり
3 時間 16 分増加している。また、民間が行った調査によると、家事や育児にもっと関わりたい
と考えている父親は 2000 年代を通じて増加している。いまだ低調であるものの、男性の育児休
業取得割合も 2%から 6%程度まで上昇してきている。 
労働力人口の減少に伴う人手不足は各所で顕在化しており、政府も一層の「女性の活躍推進」

を進めていくものと思われる。また若年世代では共働きが合理的な選択となりつつあり、女性の
就業を前提とした家族形成が行われつつある。就業による女性の Bargaining power の上昇や共
働き型社会への移行が進むにつれて、日本のジェンダー平等及びジェンダー公平は改善してい
く兆しがある。大局的に見れば、緩慢ではあるが日本においてもジェンダー革命が進行中である
と言えるだろう。一方で、依然としてフルタイム雇用の夫と専業主婦の妻からなる「標準世帯」
を前提とした税制や社会保障制度が存在しており、女性の家計補助的な就業を促進している。さ
らには、長時間労働や職場への高いコミットメントを要求する日本的雇用慣行は、女性の管理職
への昇進意欲を減退している。女性の就業を促すための制度改革やより柔軟かつ合理的な働き
方へのシフトを一層進めていく必要がある。 
 
（２）男性の家事時間・育児時間の変化と規定要因 
 厚生労働省が実施する「21 世紀出生児縦断調査」を用いて父親の家事頻度と育児頻度の変化
と規定要因に関する分析を行った。分析では、2001 年に出生した集団と 2010 年に出生した集
団との比較を行った。2010 年では 2001 年と比べて、共働きが増加しており、妻の世帯収入へ
の貢献割合が上昇していた。2001 年と 2010 年を比較すると、ほぼすべての家事項目において
男性の家事頻度にわずかな上昇がみられたが、育児頻度については変わらなかった。夫の家事・
育児頻度について関連要因についてみると、概ね先行研究で指摘されてきた相対資源仮説（夫妻
の相対的な経済力の差）、時間制約仮説（夫妻の就業時間）、代替資源仮説（親との同別居）を支
持するものであり、性別役割分業的な家事・育児分担を示唆するものであった（図 1）。一方で、
出生児が未熟児である場合（ニーズ）や育児の悩みを夫に相談する場合（情緒関係）に、夫の家
事頻度が高い傾向が 2001 年よりも 2010 年の方が高かった。また、夫の育児頻度についても、
出生児が多胎である場合（ニーズ）、育児の悩みを夫に相談する場合（情緒関係）に高い傾向が
認められ、世帯におけるニーズや夫婦の伴侶性も重要な要因であることが示された。母親の経済
的役割の増大に比して、父親の家事・育児分野における役割変容は今のところ限定的であるとい
えるが、このような傾向はジェンダー革命の初期においては欧米諸国でも指摘されているとこ
ろである（Blossfeld and Drovnic 2001）。今後も引き続き注視していく必要があるだろう。 
 

図１ 夫の収入・夫妻収入に占める妻の収入割合と夫の家事頻度 

*：多変量回帰モデルによる分析 
 
（３）男性の家事・育児参加が第 2 子・第 3 子の出生に与える影響について 
 ジェンダーの平等性や公平性が出生力とどのような関係をもつのかは、今日のわが国の政策
立案の中心的な議題のひとつであるが、この点に関するエビデンスは未だ十分に蓄積されてい
るとはいえない。本研究では、前述の「21 世紀出生児縦断調査」を用いて、妻の就業や夫の家
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事・育児参加が第 2 子および第 3 子出生確率に与える影響についての分析を行った。分析の結
果、母親のフルタイム就業は、第 2 子以降の出生確率を低下させる要因となるが、育児休業制度
と保育所が利用可能である場合、フルタイム就業の母親でも無職の母親と同じか、2010 年出生
児世帯では無職の母親よりも次子出生確率が高いことが明らかとなった（図 2）。 
 

図２ 年次別、母親の就業と第 2 子出生の相対確率 

 
PL: Parental leave, CC: Formal childcare 

*：多変量プロポーショナルハザードモデルによる分析 
 
 また、夫の家事・育児頻度と第 2 子および第 3 子出生確率との関連については、家事と育児
とで異なる結果が得られた。夫の家事参加は追加出生に対して負の関連をもつのに対し、夫の
育児参加は弱い正の関連をもっていた。さらに、妻の就業形態別に夫の家事・育児参加と次子
出生確率との関連をみたところ、夫の家事参加がもつ負の関連は、妻が無職である場合（第 2
子出生）もしくは妻が自営・家族従業である場合（2001 年の第 3 子出生確率）において統計
的に有意であった。一方、2010 年出生児世帯においては、妻がフルタイム就業や自営・家族従
業である場合、夫の家事参加と第 3 子出生確率が正の関連をもつことが明らかとなった（図
３）。 
 

図３ 妻の就業形態別夫の家事頻度（X）と第 3 子出生の相対確率（Y）：2010 年 

 
*：多変量プロポーショナルハザードモデルによる分析 

 
これらの結果は、育児休業制度や保育所の整備といった適切な環境が整えば、日本において

も母親の就業や父親による家事・育児参加が出生に対して正の効果を持ちうることを示してい
る。このことは、ジェンダーの平等の推進と出生力の維持・回復が両立可能であること示唆す
るものであり、ジェンダー平等（公平）と出生力の理論（Esping-Andersen and Billari 2015, 
Goldscheider et al. 2015, McDonald 2000）に対する重要な貢献であるといえる。女性の経済
的役割の変化とこれに伴うジェンダー関係の変容が、結婚や出生、夫婦間の役割分業にどのよ
うな影響を与えていくのか、今後も注視していく必要がある。 
 
（４）無償労働の世代間移転 
 本課題において、当初計画していなかった研究テーマに国民時間移転勘定（National Time 
Transfer Accounts: NTTA）を用いた無償労働（家事・育児・看護・介護等）の世代間移転の分
析が挙げられる。総務省「社会生活基本調査」によると、2016 年に世帯において無償労働に費
やされた時間は、フルタイム労働者（週 40 時間労働）4,360 万人分もの仕事量に等しく、その
およそ 82％が女性によって担われている。同じ計算を賃金労働に費やす時間（労働時間＋通勤



時間）で行うと、2016 年における労働時間の 64％が男性によって担われている。このような有
償・無償の労働時間における男女の違いは、わが国におけるジェンダーによる役割分業のあり方
を明確に表すものであるといえる。また、無償労働のうち家事、育児、看護、介護については、
そのほとんどが家族間・親族間で行われることから、無償労働は社会保障や世帯における金銭的
な移転に加えて、世代間の支え合いを構成する重要な要素であるといえる。少子高齢化の進展に
伴い、ジェンダーの変容が世代間の支え合いの構造にいかなる影響を与えるのかは、国民のWell-
being を考えていくうえで重要な問題である。NTTA は、無償労働のジェンダー間、世代間の流
れを時間や金額で示し、時系列比較や国際比較を可能とするものである。 
福田（2019）では、NTTA を用いて男女・年齢別の無償労働の生産と消費について、日本と

ヨーロッパ 5 ヵ国（イタリア、スウェーデン、ドイツ、フランス、ブルガリア）との比較や日本
における時系列の変化を分析した。有償労働と無償労働を合わせた世代間移転におけるジェン
ダー差についてみると、日本はイタリアやブルガリアに近いパターンを示していた。これらの国
においては、現役世代の男性によって生み出される有償労働と、成人女性による無償労働によっ
て、世代間移転が成立している。一方、フランス、ドイツ、スウェーデンでは、現役世代の男女
双方が金銭的移転及び無償労働による移転の純提供者であり、年少世代及び高齢世代における
金銭的・非金銭的消費ニーズを移転する担い手として貢献していた。また、日本における時系列
の変化についてみると、有償労働・無償労働における男女差は 2000 年代の 10 年間で縮小した
ものの、「男性は外で働き、女性は家事・育児を行う」という伝統的な性別役割分業の構図には
大きな変化はみられない。日本において女性の世代間移転への金銭的貢献を増やしていくため
には、女性の労働時間と賃金率の双方を上げていく必要がある。また、国際比較の結果は、日本
人男性の生活時間が有償労働に偏りすぎていることを示しており、男性の労働時間を減らすと
ともに無償労働への参加をいかにして促すのか、が合わせて重要な視点となることが示された。 
 
（５）今後の展望 
本課題では研究期間中に独蘭との国際比較分析を行うことはできなかった。また、研究成果の

多くが学会等における発表の段階にとどまっている。当初における研究計画を十分に実施でき
なかったことは残念であるが、日本の分析については上記成果として示したように興味深い知
見も得られている。2018 年より研究協力者である James M. Raymo プリンストン大学教授より
新たな連携の打診があり、今後、ジェンダーのみならず、世代間関係や親密性にまでテーマを広
げ、また対象国も韓国、中国、台湾、イタリア、スペインと拡大して国際比較を行う国際プロジ
ェクトに関わることとなった（https://iussp.org/en/panel/family-behaviour-east-asia-and-
southern-europe）。引き続き、本課題で得られた知見を論文として成果発表していくと共に新た
な国際比較分析について進めていきたい。 
最後に、本課題を基課題として、令和元年度より日本学術振興会科研費 国際共同研究加速基

金(国際共同研究強化 A)「両性出生モデルを用いた学歴ペア別出生力の分析：センサスデータに
よる大規模国際比較」に採択された。こちらのプロジェクトにおいては、海外の共同研究者と学
歴ペア別の出生力に関する大規模国際比較を行い、ジェンダーと出生との関係を考察していく。
本課題研究に採択されたことにより、ジェンダーや出生に対する理解が深まり、これらの発展的
な研究課題に挑戦することが可能となったことに感謝したい。 
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